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１．はじめに 

 

急速な少子化の進行を踏まえ、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成さ

れる環境の整備を図るため、国、地方公共団体、事業主など、様々な主体が社会を挙げて取

り組んでいくことを目的として、平成 15 年７月に「次世代育成支援対策推進法」が成立し

ました。また、女性がその個性と能力を十分に発揮し、職業生活において活躍することを通

じて、豊かで活力ある社会の実現を目指して、平成 27 年８月に「女性の職業生活における

活躍の推進に関する法律（以下「女性活躍推進法」という。）」が成立しました。 

稚内市では、次世代育成支援対策推進法に基づき、平成 20 年４月に「稚内市特定事業主

行動計画」を策定して以降、職員の仕事と子育ての両立支援などに取り組んできました。更

に、平成 28 年４月に改定した計画では、次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法に

基づく特定事業主行動計画を一体化した計画とし、より効果的に取り組みを実施する計画

としております。 

この度、現行の計画期間が、令和３年３月をもって満了となることから、引き続き職員が

仕事と子育てを両立することができるよう職場全体で支援していくため、また、職業生活に

おいて女性が活躍できる職場環境を整備するために計画を改定することとしました。 

計画の改定にあたっては、次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法の「行動計画策

定指針」に掲げられた基本的視点を踏まえるとともに前計画の検証結果や職員アンケート

（令和２年 10 月実施）の結果、働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律

等、新たに施行された法制度、第３次稚内市男女共同参画行動計画を踏まえ、稚内市特定事

業主行動計画策定・推進委員会において、数値目標や取組内容の検討を行いました。 

この計画の実施にあたり、職員が互いに助け合い、誰もがいきいきと意欲をもって働き、

活躍できる職場の実現に向けて、一人ひとりが、この計画の目的を理解し取組の主体である

との意識を持って進めていきます。 

 

 

２．計画の基本的事項 

 

（１）計画期間 

次世代育成支援対策推進法に基づく特定事業主行動計画は、令和６年度を目標年次

とすることが定められており、女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画は、令和７

年度が目標年次とされています。 

本計画の計画期間は、女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画の目標年次と整

合を図り、令和３年４月１日から令和８年３月 31 日までの５年間とします。 

（２）対象職員 

地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）が適用となる一般職に属する職員とします。 
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（３）推進体制 

本計画に掲げる取組の推進にあたっては、稚内市特定事業主行動計画策定・推進委員

会（事務局：総務部人材育成課）により、実施状況の確認や取組の検証・改善を行いな

がら、着実かつ効果的な推進を図ります。また、本計画は、次世代育成支援対策推進法

19 条第３項から第５項並びに女性活躍推進法第 19 条第４項から第６項及び第 21 条の

規定に基づき、庁内外に公表・周知するとともに、取組の実施状況を毎年公表します。 

 

 

３．現状と課題 

 

計画の改定にあたって、女性活躍推進法第 19 条第３項の規定に基づき、次のとおり状況

把握及び課題分析を行いました。 

 

（１）採用した職員に占める女性職員の割合 

 H29.4.2 

～H30.4.1 

 

～H31.4.1 

 

～R2.4.1 

事務職 14 人 12 人 7 人 

 うち女性 3 人 5 人 2 人 

 （割合） 21.4% 41.7% 28.6% 

技術職 4 人 3 人 1 人 

 

 

うち女性 3 人 2 人 1 人 

（割合） 75.0％ 66.7% 100% 

正規職員合計 18 人 15 人 8 人 

 うち女性 

（割合） 

6 人 

33.3% 

7 人 

46.7% 

3 人 

37.5% 

（補）採用試験の受験者の総数に占める女性の割合 

 

 

H29.4.2 

～H30.4.1 

 

～H31.4.1 

 

～R2.4.1 

事務職 33 人 49 人 31 人 

 うち女性 5 人 16 人 4 人 

 （割合） 15.2% 32.7% 12.9% 

技術職 8 人 6 人 3 人 

 

 

うち女性 3 人 4 人 1 人 

（割合） 37.5％ 66.7% 33.3% 

受験者合計 41 人 55 人 34 人 

 うち女性 

（割合） 

8 人 

19.5% 

20 人 

36.4% 

5 人 

14.7% 
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◆ 正規職員（事務職・技術職）の女性職員採用の割合は、年度によりばらつきはあるも

のの、過去３年間の平均は約 40％となっており、また、採用試験の受験者の総数に占

める女性の割合は平均で約 25％となっている。管理監督者への女性職員の登用を積極

的に推進していくため、採用の段階から一定割合で女性職員を確保していく必要があ

る。〔課題あり〕 

 

（２）管理職に占める女性職員の割合 

 

 

H30.4.1 H31.4.1 R2.4.1 

管理職数全体 43 46 人 50 人 

 うち女性 6 7 人 7 人 

 （割合） 14.0% 15.2% 14.0% 

◆ 管理的地位（課長職以上）にある職員に占める割合は、15％前後で横ばい傾向となっ

ている。 

全国の女性公務員の課長相当職以上の登用状況（平成 31 年 4 月 1 日現在：都道府県 

10.3%、政令指定都市 14.8%、市町村 15.3%）と比較して、女性職員の登用率が若干低

い状況となっている。また、政府が掲げる指導的地位に占める女性の割合 30％程度と

いう目標を大きく下回っていることから、積極的な管理職への女性の登用を推進して

いく必要がある。〔課題あり〕 

 

（３）各役職段階にある職員に占める女性職員の割合及びその伸び率 

 

 

H30.4.1 H31.4.1 R2.4.1 

部長・副部長 6 人 8 人 11 人 

 

 

 

うち女性 

女性割合 

伸び率 H30 対比 

1 人 

16.7% 

－ 

3 人 

37.5% 

＋20.8%㌽ 

3 人 

27.3％ 

＋10.6%㌽ 

課長 37 人 38 人 39 人 

 うち女性 

女性割合 

伸び率 H30 対比 

5 人 

13.5% 

－ 

4 人 

10.5% 

－3.0%㌽ 

4 人 

10.3% 

－3.2%㌽ 

主査 79 人 79 人 76 人 

 うち女性 

女性割合 

伸び率 H30 対比 

16 人 

20.3% 

－ 

18 人 

22.8% 

＋2.5%㌽ 

19 人 

25.0% 

＋4.7%㌽ 
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（補）職員に占める女性の割合 

 H30.4.1 H31.4.1 R2.4.1 

職員数 331 人 329 人 321 人 

 うち女性 

女性割合 

伸び率 H30 対比 

97 人 

29.3% 

－ 

101 人 

30.7% 

＋1.4%㌽ 

94 人 

29.3% 

＋0.0%㌽ 

◆ 内閣府の第５次男女共同参画基本計画成果目標一覧における市町村職員の各役職段

階に占める女性割合（2020 年：部局長・次長職 10.1％、課長職 17.8％、課長補佐職

29.2%、係長職 35.0％）を踏まえると、女性職員の課長・主査職の登用率は低いと考え

られるが、課長職を除き、その伸び率は上昇している。これは女性職員数が職員全体

の３割程度であること、また、現状において管理職適齢期の女性職員が極端に少ない

という状況がある。〔課題なし〕 

 

（４）セクシャル・ハラスメント等対策の整備状況 

◆ 一元的な相談窓口の設置  ： 未整備（令和３年中整備予定） 

対応マニュアル等の整備等 ： 未整備（令和３年中整備予定） 

研修や制度の周知等    ： 措置済（継続実施） 

 

（５）離職率の男女の差異及び離職者の年代別男女割合 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

男 女 男 女 男 女 

離職率 

（男女の差異 女-男） 

2.6% 1.0% 

(-1.6) 

2.2% 5.0% 

(+2.8) 

  

離職者年代別割合     

 ～25 才 3.6%  1.8%  

 ～30 才   9.8% 7.3% 

 ～35 才     

 ～40 才  2.7%   

 ～45 才 1.8%    

 ～50 才 2.4%   3.8% 

 ～55 才 5.3%    

 ～60 才 2.3%  4.9%  

平均勤務年数 n.4.1 18 年 2

ヶ月 

16 年 8

ヶ月 

17 年 8

ヶ月 

16 年 0

ヶ月 

17 年 3

ヶ月 

15 年 3

ヶ月 

（男女の差異 女-男） （-1 年 6 ヶ月） （-1 年 8 ヶ月） （-2 年 0 ヶ月） 

◆ ここ数年の離職者割合及び平均勤続年数の男女の差異については、極端に大きな差は

なく、また、H30～R１年度の女性の離職理由として育児、介護による離職はない。〔課

題なし〕 
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（６）職員の各月ごとの平均時間外勤務時間 

 H30 年度 R1 年度 

４月 13.9h 16.9h 

５月 12.0h 11.0h 

６月 11.2h 12.1h 

７月 13.7h 16.5h 

８月 13.7h 15.1h 

９月 17.6h 13.5h 

10 月 9.7h 11.2h 

11 月 10.3h 11.7h 

12 月 5.6h 7.5h 

１月 7.4h 7.0h 

２月 10.7h 7.1h 

３月 12.0h 8.0h 

平均時間外勤務時間 11.5h 11.5h 

 （補）：年次休暇の取得状況 

 H30 年 R１年 

平均取得日数 8.5 日 6.8 日 

平均取得率 42.3% 33.9% 

取得日数が 5 日未満の割

合 

 38.7% 

 

◆ 職員の一人当たりの各月ごとの時間外勤務時間については、ほぼ横ばいの状況にある

が、アンケート調査においては、「業務量が多くなってきた」「業務に偏りがある」と

いう意見があり、ワーク・ライフ・バランス推進の観点から、今後の時間外縮減に向

けた方策について検討を行う必要がある。〔課題あり〕 

また、年次休暇の取得日数は、H30 年から R1 年にかけて減少している状況にあり、

R1 の年次休暇取得日数が５日未満の割合は 38.7%と非常に高い。アンケートにおいて

は、休暇取得にためらいを感じている職員が６割を超えており、その理由としては「年

休を取ると多忙になる」「人手が少ない」との意見が多く上がっている。〔課題あり〕 
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（７）男女別の育児休業取得率及び取得期間の分布状況 

 H30 年度 R1 年度 

 男 女 男 女 

対象者数 5 1 5 3 

取得者数 0 1 0 3 

取
得
期
間
の
分
布
状
況 

5 日未満     

5 日～2 週間未満     

2 週間～1 月未満     

1 月以上～3 月未満     

3 月以上～6 月未満    1 

6 月以上～1 年未満  1  2 

1 年以上     

取得率 0％ 100％ 0％ 100％ 

◆ 育児休業の取得については、女性職員の取得が 100％に対し、男性職員の取得が 0％

と課題となっている。アンケート調査においては、育児休業を取得しない理由として、

「仕事が忙しい」「配偶者が養育できる」「職場に迷惑がかかる」という意見がある。

〔課題あり〕 

 

（８）男性職員の配偶者出産の休暇1及び育児参加休暇2の取得並びに合計取得日数の状況 

 

 

H30 年 R１年 

取得者／対象者 0/5 人 2/5 人 

合計取得率 0％ 40％ 

5 日以上の割合 0％ 0％ 

◆ 配偶者出産の休暇及び育児参加休暇の R1 年の取得率は 40％と低い状況となっており、

課題となっている。アンケート調査での制度の認知度は、配偶者出産の休暇 62％、育

児参加休暇 33％となっている。〔課題あり〕 

 

  

                                                      

1 配偶者出産休暇：男性職員が、配偶者の出産日前後の期間中に 3 日以内有給で、入院した母子の退院時等の付き添い

の際に使うことができる休暇です。 
2 育児参加休暇  ：男性職員が、配偶者の産前産後の期間中に５日以内有給で、出産にかかる子または上の子（小学校

就学前の子）の養育等を行うことで、配偶者の負担軽減を図るとともに育児に参加するための休

暇です。 
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４．基本方針と数値目標 

〔基本方針〕 

〇「仕事と生活の調和の推進」に向けて、長時間労働の是正と、休暇の取得促進により、計

画的な業務遂行を奨励し、職員の心身の健康を守るとともに時間的な制約のある職員の

活躍の場を実現します。 

〇「仕事と子育て・介護等の両立支援」に向けて、各種休暇制度の情報提供や仕組みの充実

を図っていきます。特に、男性職員の家庭生活への参画促進は、仕事と生活の調和の推進

や女性の活躍推進、少子化対策の観点からも極めて重要であることから、男性の育児休業

等の取得推進に取り組みます。 

〇「女性の活躍推進」に向けて、女性職員が結婚や出産を経た後も就労を継続することはも

とより、仕事への意欲を失わずにキャリアアップするための支援に取り組み、その個性と

能力を存分に発揮することができる職場環境の整備を進めていきます。 

〇「職場風土の改善」に向けて、ワーク・ライフ・バランスや女性活躍の推進に向けた職場

風土の醸成を図るため、風通しの良い職場づくりや全職員の意識改革を進めていきます。 

 

 

☆ これらの基本方針を推進するため、現状の課題等を踏まえ次の６つのより具体的な項目

を目標に掲げます。 

区 分 項目 基準値 

（現状値） 

目標値 

（令和７年度） 

仕事と生活の

調和の推進 

各月の平均時間外勤務時間 11.5 時間 

（令和元年度） 

10 時間未満 

 

年次休暇取得日数 

 

6.8 日 

（令和元年） 

10 日以上 

 

仕 事 と 子 育

て・介護等の

両立支援 

男性職員の育児休業取得率 

 

0％ 

（令和元年度） 

30％以上 

 

①配偶者出産の休暇取得割合 

②育児参加休暇取得割合 

①40％ 

② 0％ 

（令和元年） 

①100％ 

②100％ 

 

女性職員の活

躍推進 

採用した職員に占める女性職

員の割合 

37.5％ 

（令和元年度） 

40％以上 

 

管理的地位にある職員に占め

る女性割合 

14％ 

（令和２年４月） 

20％以上 
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５．具体的な取組内容 

 

（１）仕事と生活の調和の推進 

職員がそれぞれのライフステージや家庭状況に合わせて、仕事と生活の調和の取れた

働き方を実現できるよう、意識改革と働き方改革を進めていきます。 

特に、時間外勤務の縮減、休暇の取得促進、柔軟で多様な働き方ができる職場環境づく

りに取り組みます。 

① 時間外勤務の縮減〔次世代〕〔女性活躍〕 

 長時間労働の上限規制の徹底 

規則に定めた上限（例外を除いて１月 45 時間、かつ１年間 360 時間）を遵守する

ため、職員の時間外勤務等の状況を的確に把握し、勤務時間管理の徹底を図ります。 

また、ノー残業デーを拡充するとともに、新たに 20 時完全退庁の全庁的な取組を

行い、全職員の意識改革や働き方改革を推進します。 

 勤務の制限等に関する制度の周知 

３歳に満たない子どものいる職員の時間外勤務の制限、小学校就学始期に達する

までの子どものいる職員や要介護者を介護する職員の時間外勤務及び深夜勤務を

制限する制度について周知を図ります。 

② 休暇の取得推進〔次世代〕〔女性活躍〕 

 年次休暇の年 10 日の取得目標の設定 

職員の健康管理や生活面の充実を図るため、一人年間 10 日は必ず年次休暇を取得

できるよう取り組んでいきます。 

 休暇取得計画の策定 

各職場において休暇取得計画表を作成するよう促し、職員が計画的に休暇を取得

しやすい職場づくりを進めていきます。 

（子どもの学校行事や地域の行事、職員やその家族の誕生日等における記念日等

の年次休暇の取得を呼び掛けます。） 

 連続休暇の取得促進 

夏季休暇は、年次休暇と併せて連続して取得できるよう働きかけを行うほか、ゴー

ルデンウィークや年末年始などには、１週間以上の連続休暇を取得しやすい職場

環境を構築します。 

③ 柔軟で多様な働き方の検討〔次世代〕〔女性活躍〕 

 時差勤務制度の導入検討 

時差勤務制度について、会議等による業務の都合によるものの他、家庭の事情等に

よる私事都合であっても利用できる制度の導入を検討します。 

 テレワークの導入検討 

場所に捉われない就業を可能とするテレワークの普及を図ることにより、希望に

応じて多様で柔軟な働き方を実現できるよう、テレワークの導入を検討します。 
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④ 事務の簡素合理化の推進〔次世代〕〔女性活躍〕 

 業務改善の推進 

組織や個人の生産性向上などに寄与するため、全庁で各部署の状況に応じた業務

改善を推進します。 

ⅰ 業務の見える化などによる業務手順、手法の見直し 

ⅱ 特定の職員に時間外勤務が偏っている場合は、課内の事務分担の見直し 

ⅲ 円滑な引継ぎや業務の正確性・効率性を高めるため、分かり易い業務マニュアル

やＱ＆Ａの整備 

ⅳ 初めて配属になった職員など経験の浅い職員への職場内研修の実施 

 会議の勤務時間内実施 

内部会議の実施にあたり、会議出席者の精査・削減、やむを得ない場合を除き、時

間外勤務に及ばないような会議時間を設定するよう努めます。 

 デジタル化の推進 

単純作業の省力化・効率化などのため、ＡＩ（人工知能）、ＲＰＡ（ソフトウェア

型ロボット）、デジタル化の推進等テクノロジーの活用による業務改善について 

全庁的な取組を推進します。 

 

（２）仕事と子育て・介護等の両立支援 

仕事と子育ての両立支援に加え、介護・看護、不妊治療との両立を支援するため、各種

制度の情報提供や仕組みの充実を図っていきます。特に、男性職員の家庭生活への参画促

進は、仕事と生活の調和の推進や女性の活躍推進、少子化対策の観点からも極めて重要で

あることから、男性職員の育児休業等の取得推進に取り組みます。 

① 妊娠・出産・子育て、介護等の各種制度の活用〔次世代〕〔女性活躍〕 

 各種休暇制度等の周知の徹底 

仕事と育児・介護等を両立するためには休暇等の支援制度を理解して活用するこ

とが重要であるため、職員が必要な情報をいつでもわかりやすく入手できるよう

情報発信を行います。 

また、妊娠中・育児中、介護中に適用される各種制度の取得について、周囲の理解

と協力を求めるため、親になることが分かった職員や家族の介護が必要となった

職員が、速やかに所属長に報告するよう周知を図ります。 

② 男性職員の育児休業等取得推進〔次世代〕〔女性活躍〕 

 育児休業取得のための機運の醸成 

男性職員が育児休業等を取得する意識を持てるように働きかけるとともに、職場

全体が育児休業の取得を支援する機運を醸成していくために、職員研修等におい

て育児休業制度の趣旨を徹底させ、職場の意識改革を行います。 

 育児休業取得時の経済的影響の情報提供 

育児休業を取得した場合の経済的影響を試算し情報提供することによって、不安

の軽減に取り組んでいきます。 

 配偶者出産の休暇・育児参加休暇の取得促進 
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男性職員が取得できる子どもが生まれた時の配偶者出産の休暇や妻の産後等の期

間中の育児参加休暇について周知を図り、これらの休暇の取得を促進します。 

③ 安心して育児ができる環境の整備〔次世代〕〔女性活躍〕 

 代替職員の確保 

育児休業を取得する職員が不在となる間の代替職員を確保することにより、職場

の負担を軽減し、職員が安心して産前産後休暇や育児休業を取得できる職場環境

を整備します。 

 所属長又は人事担当職員との復帰面談等 

育児休業により長期間職務から離れていた職員が、休業前の仕事への意欲を保ち

つつ、安心してスムーズに復帰できるようにするため、所属長又は人事担当職員と

の復帰面談を推進するとともに、復帰時の情報不足による戸惑いなどを軽減する

ため、庁内の情報を提供します。 

 育児休業取得時の経済的影響の情報提供（再掲） 

 休暇制度の見直し〔次世代〕〔女性活躍〕 

仕事と子育て・介護等の両立に必要な勤務環境を整備することは、職員の勤務意欲

の向上や優秀な人材の確保・定着などを図るうえで大切なことから、関係法令に則

り、子育てや介護等に関する休暇制度の見直しを進めます。 

 

（３）女性職員の活躍推進 

女性職員が結婚や出産を経た後も就労を継続することはもとより、仕事への意欲を失

わずにキャリアアップするための支援に取り組み、その個性と能力を存分に発揮するこ

とができる職場環境の整備を進めていきます。 

① 仕事への意欲向上とキャリア形成支援〔次世代〕〔女性活躍〕 

 キャリアデザイン研修の実施 

様々な職場、職位、年次の職員との対話を通じて自身のキャリアについて考えるた

めの研修を実施します。 

② 女性職員が活躍できる職場環境の整備〔次世代〕〔女性活躍〕 

 女性採用の拡大に向けた積極的な周知・広報 

女性の応募が少ない職種については、応募者の裾野を広げるため、大学の就職支援

窓口等を通じて、採用の周知や広報を積極的に行い、採用の拡大につなげます。 

また、積極的にインターンシップを受け入れることで、就職前の若者の能力開発や

適職を選択する機会を提供しながら、公務に興味を持つ若者を増やし、将来の受験

者拡大につなげていきます。 

 子育て経験者との交流や意見交換の促進 

女性職員が仕事と子育ての両立や将来のキャリアに対して抱えている不安を軽減

するため、同様の経験を持つ職員の経験談を聞いたり、相談をしたりすることがで

きる仕組みづくりに取り組んでいきます。 

 所属長又は人事担当職員との復帰面談等（再掲） 
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（４）職場風土の改善 

ワーク・ライフ・バランスや女性活躍の推進に向けた職場風土の醸成を図るため、風通

しの良い職場づくりや全職員の意識改革を進めていきます。また、誰もが安心して働き続

けられるよう、ハラスメントのない職場環境づくりに取り組みます。 

① 管理監督職の意識改革〔次世代〕〔女性活躍〕 

 主査以上の職員を対象とした研修等の実施 

主査以上の職員が率先してワーク・ライフ・バランスの推進に取り組み、所属職員

に対する適切な働きかけができる職場環境づくりのため、研修等を通じた啓発を

進めていきます。 

 取組状況の人事評価への反映 

所管する部署における、時間外勤務の縮減をはじめとするワーク・ライフ・バラン

スの推進に関する取組状況について、職員の人事評価の対象とすることを検討し

ます。 

② 全職員の意識改革〔次世代〕〔女性活躍〕 

 各種情報の提供による啓発 

ワーク・ライフ・バランスの推進に関する各種情報を発信することにより周知・啓

発を図り、職場風土の醸成につなげていきます。 

 会議等を活用したコミュニケーション機会の創出 

部・課内会議や職場内研修など、定期的にコミュニケーションを図れる場を設定し、

風通しの良い職場づくりを進めていきます。 

③ ハラスメント防止対策の推進〔女性活躍〕 

 ハラスメントに対する方針の明確化及びその周知、意識啓発 

職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントがあってはなら

ない旨の方針を明確化し、職員に周知します。また、男女がともに働きやすい職場

環境を築くため、職員全体を対象として、セクシュアルハラスメントやパワーハラ

スメント等を防止するための研修を実施します。 

 相談体制の確立 

ハラスメントの相談窓口を設置し、ハラスメントによる被害者及び関係者等から

の相談・苦情に対応できる体制を構築します。 

 

（５）その他の次世代育成支援の取組 

特定事業主として、また、市職員の立場として、地域における子育て支援や子育てしや

すい環境づくりを進める取組を推進します。 

① 子育てバリアフリー〔次世代〕 

来庁者の多い庁舎・施設において、改築等の機会に併せ、来庁者等が安心して利用で

きるトイレやベビーベッドの設置等を適切に行います。 

また、子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、「さわやかサービスわっかな

い」を徹底し、職員の親切・丁寧な対応を心がけます。 
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② 子ども・子育てに関する地域貢献活動〔次世代〕 

職員が住んでいる地域の一員として、ＰＴＡ活動、子ども会活動、スポーツ・文化活

動、ボランティア活動等、地域の子育て支援の取組に積極的に参加し、子育てしやすい

環境づくりを進めることができるよう応援していきます。 

③ 子どもと触れ合う機会の充実〔次世代〕 

家族で過ごす時間の充実や子どもの豊かな心を育むため、保護者である職員が学校

行事や子ども会行事等に積極的に参加し、自身の子どもと触れ合う機会の充実を図る

よう協力していきます。 
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